
第１章 計画策定の考え方 

第１章 計画策定の考え方 

１ 策定のねらい 

本市の人口は、我が国が約 15 年前に人口減少社会に突入した後も緩やかに増加

していましたが、いよいよ本格的な減少局面に転じようとしています。 

また、少子化・高齢化の進行に伴う人口構造の変化、巨大な自然災害リスクの対

応などが引き続き求められているほか、新型コロナウイルス感染症の長期化・深刻

化がもたらした人々の暮らし・働き方・価値観の変化、感染症の脅威に対する強い

危機意識の高まり、デジタル化や脱炭素化に向けた世界的な動きの加速など、多様

化・複雑化するさまざまな課題への対応が求められています。 

こうした中、令和 8（2026）年には、アジア最大のスポーツの祭典である第 20 回

アジア競技大会及びアジア地域の障害者総合スポーツ大会である第5回アジアパラ

競技大会（以下、「アジア・アジアパラ競技大会」という。）の開催、令和 9（2027）

年には、品川－名古屋間におけるリニア中央新幹線の開業が予定されており、この

圏域にとっての大きなターニングポイントを迎えることとなります。さらに、リニ

ア中央新幹線が大阪まで延伸されると、東京－名古屋－大阪の三大都市圏が約 1時

間で結ばれ、世界最大の人口を有する巨大交流圏が誕生し、産業や人々の生活にお

いて大きな変化が想定されます。 

一方、我が国全体を見渡すと、不確実性が増す国際情勢への対応、急速に進む人

口減少や少子化・高齢化への対応、1990 年代初頭のバブル経済崩壊から続く「失わ

れた 30 年」と呼ばれる長期におよぶ経済の停滞からの脱却、かつて世界の上位を

占めた一人あたり GDP（国内総生産）や国際競争力を基盤とした国際的な影響力の

回復など、国内外、そして短期長期を問わず、課題が山積しています。 

国においては、「誰一人取り残さない」持続可能でよりよい社会の実現をめざす持

続可能な開発目標（SDGs）の達成に向けた取り組みが進められているとともに、持

続可能で包摂的な社会をつくっていく上で、子ども・子育て政策を最重要政策と位

置づけ、異次元の少子化対策に取り組むとしています。さらには、デジタルの力を

活用して社会課題の解決や魅力向上を図り、地方活性化を加速する「デジタル田園

都市国家構想」や、令和 32（2050）年までに温室効果ガスの排出量を実質ゼロにす

るカーボンニュートラルの実現が掲げられています。加えて、こうした大きな変革

の中、創造性を発揮し、「失われた 30 年」を乗り越えて、次なる成長の機会を生み

出すための「人」への投資の拡大が求められています。 
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１ 策定のねらい 

このように激動する時代の大きな転換点を迎えている状況において、誰もが幸せ

と希望を感じられる豊かな社会を実現するとともに、アジア・アジアパラ競技大会

の開催やリニア中央新幹線の開業という機会を活
い

かしながら、本格的な人口減少局

面を迎える中でも持続可能な成長を実現し、国際的な都市間競争力を一層高めるこ

とにより、名古屋大都市圏※の中枢都市、成長エンジンとして、圏域ひいては国の発

展をけん引していくことが求められています。 

そのため、市政運営にあたっては、本市を取り巻く社会経済情勢、市民ニーズ、

名古屋の強みを的確に捉え、市民、企業、大学、NPO など多様な主体と方向性を共

有し、連携しながら、中長期的な視点を持って戦略的にまちづくりを進めていくこ

とが必要です。 

以上を踏まえ、本計画は、「ひとりひとりの基本的人権がまもられ、健康で文化的

な生活のいとなめる個性豊かなまち」を基本理念に掲げる名古屋市基本構想（昭和

52 年 12 月 20 日議決）のもと、長期的展望に立った上で、本市のめざす都市像を描

くとともに、その都市像の実現に向けて取り組む施策等を明示することにより、市

政を総合的かつ計画的に運営していくことを目的に策定します。 

この計画を着実に推進することにより、「住みやすい」「働きやすい」「訪れたくな

る」「投資したくなる」といった、すべての分野において高水準で調和のとれた、市

民が誇りに思う都市を実現し、都市の魅力として情報発信（プロモーション）する

ことで、国内はもとより世界中の人々をひきつける「魅力あふれる名古屋」をめざ

します。あわせて、東西交通の要衝であり、かつ、東京圏との同時被災の可能性が

低いという立地上の特性や「強い経済力」「高度な都市機能の集積」「都市の強靱
きょうじん

性」

を兼ね備えた大都市ならではの強みを活
い

かして、東京一極集中是正の受け皿になる

とともに、非常時には、東京に集中している中枢管理機能を強力にバックアップす

る「頼れる名古屋」をめざします。 

※名古屋大都市圏：名古屋市を中心におおむね 30～50km の範囲で、産業、観光、防災など分野ごとに
柔軟に捉えたエリア。
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第１章 計画策定の考え方 

２ 計画の全体像 

（１）位置づけ 

本計画は、市政運営の指導理念である「名古屋市基本構想」のもと、本市がめざ

す都市像などを「長期的展望に立ったまちづくり」として示し、その実現に向けた

取り組みを総合的・体系的に 

取りまとめています。 

なお、本市の各分野の個別 

計画は、本計画との整合を図 

ります。また、毎年度の予算 

は、本計画を踏まえ、編成し 

ていきます。 

（２）計画期間 

計画期間は、令和 6（2024）年度から令和 10（2028）年度までの 5年間です。「長

期的展望に立ったまちづくり」には、リニア中央新幹線の全線開業や全国の高齢者

人口がピークを迎える時期を念頭に置き、令和 22（2040）年頃を見据え、名古屋を

取り巻く状況や市民ニーズを分析した上で「基本方針」を示し、「めざす都市像」

を描きます。「めざす都市像の実現に向けた取り組み」には、「めざす都市像」を

実現するため、計画期間内において優先的に取り組む分野横断的な「重点戦略」を

描くとともに、推進する施策と関連する事業を掲載します。 

令和

5 6 7 8 9 10 … 22 

2023 2024 2025 2026 2027 2028 … 2040 

本

計

画

個
別
計
画

毎年度の予算 

長期的展望に立った 
まちづくり 

めざす都市像の実現に 
向けた取り組み 

名古屋市基本構想 

（年度）

（注）「めざす都市像の実現に向けた取り組み」について、本中間案には施策体系までを掲載して

います。具体的な施策・事業については、計画案において掲載する予定です。 

令和 22（2040）年頃に念頭に置く 

べき事柄 

●リニア中央新幹線全線開業の可能性

●中部国際空港第二滑走路整備(空港沖)

●全国的な高齢者人口のピーク 

●アジア・アジアパラ 
競技大会の開催

●大阪・関西万博、東京世界陸上
東京デフリンピックの開催 

●リニア中央新幹線 
一部開業 

●中部国際空港第二 
滑走路整備(空港島) 

長期的展望に立ったまちづくり 

令和 22（2040）年頃を見据えた本市のめざす都市像 

●団塊の世代が後期高齢者に 
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２ 計画の全体像 

（３）構成 

第１章 計画策定の考え方 第２章 名古屋を取り巻く状況 

１ 基本方針 

(子どもどまんなか、人口減少への対応、多様性・包摂性、世界から選ばれる都市)

第３章 長期的展望に立ったまちづくり 

２ めざす都市像（2040 年頃の名古屋の姿） 

人権が尊重 

され、誰もが

いきいきと 

暮らし、活躍

できる都市 

安心して 

子どもや若者

が豊かに育つ

都市 

災害に強く 

安心・安全に

暮らせる都市

快適な 

都市環境と 

自然が 

調和した都市

魅力と活力に

あふれ、世界

ひきつける、

開かれた都市

めざす都市空間（スマート×ウォーカブルによる都市空間の展開） 

１ 市政の変革と基盤強化

第４章 めざす都市像の実現に向けた取り組み 

２ 重点戦略 

 戦略１ 

社会全体で応援します 

 戦略２ 

 戦略３ 

 戦略４ 災害や感染症から市民の命と産業を守り、安心・安全な暮らしを確保します 

 戦略５ 独自の魅力で世界から多様な人が集い交流する、環境と経済の好循環で成長 

する都市をつくります 

３ 施策・事業           42 施策 

成長の原動力 

原動力１ 競技大会 形成 時代を見据 投資 

原動力２ 最先端のデジタル都市の実現に向けた投資 

原動力３ 新たなエネルギーによる産業活性化に向けた投資 

原動力４ 未来を支える人材を育む「人」への投資 

分野横断的に展開 

都市像１ 都市像２ 都市像３ 都市像４ 都市像５
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第１章 計画策定の考え方 
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２ 計画の全体像 
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第２章 名古屋を取り巻く状況 

第２章 名古屋を取り巻く状況 

１ 名古屋の概況 

この章では、計画の前提として、名古屋の位置や地勢、縄文時代から現代に至る

までのなりたち、名古屋の強みを示します。 

（１）位置・地勢 

名古屋は、伊勢湾の湾奥部に面し、木曽三川により形成された広大な濃尾平野の

東に位置しており、木曽三川流域の豊かな自然の恵みを享受しながら市民生活や都

市活動が営まれています。

また、日本のほぼ中央に位置し、東京からは約 260km、大阪からは約 140km の距

離にあり、鉄道や幹線道路の結節点として東西交通の要衝となっています。そして、

国内有数の国際貿易港である名古屋港を抱え、伊勢湾には名古屋港のほか四日市港

などの大規模な貿易港があり、伊勢湾沿岸部にはコンビナート、工場、倉庫などが

集積しており、経済や海上物流の一大交易圏となっています。さらに、空の玄関で

ある中部国際空港は本市の南約 40km の位置にあります。 

このように、人の移動、物流、産業立地など地理的に恵まれた条件を数多く備え

ています。 

本市の市域面積は約 326.5km2で、東部の丘陵地、中央部の台地、北・西・南部の

沖積平野の 3つに大きく分けられ、東に高く西に低い地勢をなすものの、おおむね

平坦
へいたん

な地形となっています。 

東部の丘陵地には東山公園をはじめとする広大な公園や樹林地が分布していま

すが、宅地開発による市街化が進んでいます。中央部の台地は北縁の名古屋城から

南は熱田神宮の辺りまで連なり、堀川が台地の西縁に沿って流れており、古くから

市街地が形成されています。北・西・南部の沖積平野には庄内川を軸に平坦
へいたん

な土地

が広がっています。南西部は、干拓によって造成され農地として発展しましたが、

人口増加とともに近年は市街化が進んでいます。また、埋め立てにより造成された

名古屋港は、臨海部付近の工業地帯とともに中京工業地帯の一角をなしています。 

本市の気候は、夏の平均湿度が 70％を超すことが多くむし暑く、冬は「伊吹おろ

し」と呼ばれる冷たい北西の季節風が吹き、季節により厳しい面もありますが、比

較的穏やかな気候とされています。  
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１ 名古屋の概況 

■ 名古屋市の位置

■ 名古屋市の地形

中部国際空港 
（セントレア） 

100km圏

50km圏

30km圏

四日市港

名古屋港

出典：名古屋市作成 

出典：名古屋市作成 
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第２章 名古屋を取り巻く状況 

（２）名古屋のなりたち 

尾張氏の台頭・「なごや」のはじまり 

  縄文時代の海面上昇（縄文海進、約 6,000～6,500 年前）により、本市付近の海

面は現在より 2m 前後高かったといわれ、南西部は海となっており、現在の名古屋

城や都心周辺は海岸に面していました。ここに生きた人々のさまざまな営みが各所

に残る貝塚や遺跡から確認されており、歴史的価値の高い土器なども多く出土して

います。古代には「尾張氏」が東海地方最大の豪族として台頭し、東海地方最大の

前方後円墳である断夫山
だんぷさん

古墳や草薙の剣
くさなぎのつるぎ

をまつった熱田社がつくられ、社を核に熱

田のまちが発展していきました。 

名古屋城築城・「名古屋の文化」の礎を築く 

  戦国時代になると、東西の要衝の地であった尾張は織田信長、豊臣秀吉、前田利

家など多くの戦国武将を生み出し、名古屋周辺は天下統一の舞台となりました。江

戸幕府を開いた徳川家康は、慶長 15（1610）年に名古屋台地の北西端に日本最大級

の近世城郭である名古屋城の築城を開始し、当時尾張の中心であった清須城下町を

名古屋へ移しました（清須越）。さらに、名古屋城築城と時期を同じくして堀川が開

削され、船による物資の大量輸送が可能となりました。このようにして生まれた名

古屋のまちは、江戸時代には御三家筆頭である尾張藩の城下町として発展し、歴代

藩主の治世により、名古屋の文化の礎が築かれていきました。 

名古屋市制の施行 

明治時代になると、名古屋駅の開業と市制施行（明治 22（1889）年）を契機に鉄

道駅とまちを結ぶ幹線道路、路面電車、電気、水道、下水道、ガスの整備が始まり、

大正・昭和の時代にかけて基礎的な都市の基盤が整いました。昭和 12（1937）年に

は名古屋汎太平洋平和博覧会を開催し、来場者総数 480 万人を集めるなど、名実と

もに産業文化都市として発展していきました。市域は旧城下町を中心とした当初の

区域（約 13.3km2）から、大正・昭和の時代に合併を重ねて段階的に拡張し、ほぼ現

市域（約 326.5km2）になりました。市制施行時には約 16 万人であった人口も、昭

和 9（1934）年に 100 万人を、昭和 44（1969）年には 200 万人を超えました。 

戦災からの復興、伊勢湾台風などの災害を教訓としたまちづくり 

第 2次世界大戦の戦災により市域の約 4分の 1を焼失し、名古屋城天守閣をはじ

め貴重な文化財を失いましたが、いち早く戦災復興計画を立案し、100 メートル道

路の敷設や市内の墓地を平和公園に集団移転するなどの大胆な都市計画を実現し
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１ 名古屋の概況 

ました。また、台風による被害としては最大の犠牲者をもたらした伊勢湾台風など

の災害を教訓としたまちづくりや地下鉄、高速道路に加え名古屋駅周辺の再開発な

どの都市基盤整備が計画的に進められ、大都市としてさらなる成長を続けています。 

ものづくり産業を中心とした産業の発展 

  産業面では、木曽ヒノキを代表とする豊富で良質な木材を尾張藩が管理していた

ことから、この地域において木材産業が発達し、それに携わる職人の高度な技術は、

明治以降、時計、鉄道車両、航空機産業に発展していきました。また、焼き物に適

した土があることなどから窯業が盛んとなり、近代的な陶磁器産業へと成長し、フ

ァインセラミックス産業へと発展を遂げました。さらに、江戸時代の綿織物業を継

承する繊維産業の隆盛により織機工業が発展し、その後自動車産業が誕生しました。

現在では、本市を中心とした名古屋大都市圏※は、多くの産業が集積する日本のも

のづくり産業の中核となっています。 

国際的な交流の舞台に 

市制施行 100 周年にあたる平成元（1989）年には、「デザイン都市宣言」を行う

とともに世界デザイン博覧会を開催し、デザインを単なる装飾や意匠に留めること

なく、生活文化のひとつとして、まちづくりに活
い

かしてきました。 

近年では、平成 17（2005）年に「自然の叡智
え い ち

」をテーマとして 121 か国と 4つの

国際機関が参加した 2005 年日本国際博覧会（愛・地球博）、平成 22（2010）年に生

物多様性条約第 10 回締約国会議（COP10※）、平成 26（2014）年に持続可能な開発の

ための教育（ESD※）に関するユネスコ世界会議、令和元（2019）年に金融・世界経

済に関する首脳会合（G20）愛知・名古屋外務大臣会合が開催されました。さらに令

和 8（2026）年には、アジア・アジアパラ競技大会の開催が予定されており、国際

的な交流の舞台になっています。 

  このような歴史の中で、本市は圏域の経済・社会・文化の中枢都市として愛知県、

近隣市町村をはじめとする圏域の自治体と相互に連携・協力し合いながら発展を遂

げてきました。令和 9（2027）年にはリニア中央新幹線（品川－名古屋間）の開業

が予定され、さらなる発展を続けていきます。 

※名古屋大都市圏：名古屋市を中心におおむね 30～50km の範囲で、産業、観光、防災など分野ごとに
柔軟に捉えたエリア。 
COP10：生物多様性の保全と持続可能な利用等を目的とした生物多様性条約の第 10 回の締約国会議
で、平成 22（2010）年 10月に本市で開催された。 
ESD：Education for Sustainable Development の略。一人ひとりが世界の人々や将来世代、環境との
関係性の中で生きていることを認識し、持続可能な社会の実現に向けて行動を変革するための教育。 
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第２章 名古屋を取り巻く状況 

（３）名古屋の強み 

名古屋の位置・地勢、なりたちなどから、名古屋の強みを捉えます。 

空間的・時間的ゆとりがあり、子育てしやすく、便利で快適な住みやすい都市 

本市は、日本有数の大都市として、都市機能が高度に集積するとともに、住環境

においては、整然とした道路や公園が確保され、ゆとりある生活空間を備えており、

大都市でありながら通勤時間が比較的短いなど、時間的にもゆとりのある都市です。 

また、小学校や公園も住まいの近くにあるところが多いなど、子育て環境・教育

環境が整っています。加えて、安心・安全でおいしい水道水や充実した医療サービ

ス、公共交通機関など、生活における便利さ、快適さにおいても市民の満足度は高

くなっているなど、住みやすい都市となっています。 

世界レベルの産業技術や商業・サービス業が集積するなど、大都市ならではの強い

経済力がある都市 

名古屋大都市圏は、自動車のみならず航空機、ロボット、精密機器、工作機械、

ファインセラミックスなどの分野において、世界レベルの産業技術が集積していま

す。また、本市には、大都市ならではの商業・サービス業の厚い集積があり、強い

経済力に裏づけられた安定的な雇用があります。さらには、スタートアップ・エコ

システム「グローバル拠点都市」※に選定されるなど、イノベーション創出に向けた

土壌がつくられています。 

高等教育機関の集積により地域が活性化されている都市 

本市は、日本有数の大学の集積地であり、市内の大学からノーベル賞受賞者を多

く輩出しており、また、多くの大学発スタートアップが誕生するなど、高等教育機

関が充実し、社会に活
い

かされています。そのため、市内外から通学する学生が学び

活躍できる環境が整っており、地域活性化につながっています。 

※スタートアップ・エコシステム「グローバル拠点都市」：内閣府が、我が国の強みである優れた人材、
研究開発力、企業活動、資金等を活かした世界に伍する日本型のスタートアップ・エコシステム拠点
の形成をめざし、地方自治体、大学、民間組織等が策定した拠点形成計画を選定するもの。「スタート
アップ・エコシステム東京コンソーシアム」、「Central Japan Startup Ecosystem Consortium」、「大
阪・京都・ひょうご神戸コンソーシアム」、「福岡スタートアップ・コンソーシアム」の 4つのコンソ
ーシアムが選定されている。 
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１ 名古屋の概況 

鉄道・高速道路・空港・港の広域的な交流ネットワークの中心であり拠点性を有す

る都市 

名古屋大都市圏は、日本のほぼ中央に位置し、新幹線をはじめとする鉄道網や高

速道路網が形成され、世界とつながる空港や港を擁しており、広域的な交流ネット

ワークの中心として交通・流通の要衝となっています。また、リニア中央新幹線の

開業により、本市の拠点性はさらに向上することが期待されます。 

豊かな文化を有し、スポーツを楽しめる都市 

徳川家康が慶長 15（1610）年に名古屋城の築城を開始して以来、この地域の拠点

として発展してきました。その中で、ものづくり文化や武家文化、芸どころ名古屋

を育んだ多彩な伝統芸能などの豊かな文化が育まれ、さらに近年では、なごやめし、

ポップカルチャーなど独特な文化も新たに生まれてきており、名古屋の魅力につな

がっています。 

また、本市に本拠地を置くトップスポーツチームも多く、スポーツを楽しむこと

ができる都市です。さらには、アジア・アジアパラ競技大会の開催も予定されてお

り、より一層スポーツに対する機運が高まることが期待されます。 

市民・多様な民間主体・行政が一丸となって課題に対応する力がある都市 

平成 11（1999）年 2月の「ごみ非常事態宣言」を契機に、市民との協働によって、

ごみ処理量の大幅な減少を達成しました。令和 2（2020）年以降に新型コロナウイ

ルス感染症が急拡大した際にも、エッセンシャルワーカー※をはじめ、市民・事業

者・行政など、あらゆる主体が一丸となり、オール名古屋で感染拡大防止や市民生

活・経済活動の正常化に向けた取り組みを進めました。 

また、企業や大学、NPO などの多様な民間主体と行政が、課題解決に資する新た

な価値を創出するため、公民連携の取り組みを進めています。このように、市民・

多様な民間主体・行政が一丸となって課題に対応していく力を持っています。 

※エッセンシャルワーカー：医療従事者など生活の維持や社会基盤を支える職種で働く人。 
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第２章 名古屋を取り巻く状況 

２ 本市を取り巻く社会経済情勢と課題 

本市を取り巻く主な社会経済情勢と課題を、次のように捉えます。なお、新型コ

ロナウイルス感染症の影響は、あらゆる分野において顕在化しているため、それぞ

れの項目の中で記載しています。 

（１）人口減少、少子化・高齢化に伴う人口構造の変化 

（２）社会的包摂（ソーシャル・インクルージョン）の要請 

（３）持続可能な社会に対する機運の向上 

（４）価値観の多様化 

（５）災害や感染症に対する懸念 

（６）交流人口と交流圏の拡大 

（７）産業を取り巻く環境の変化 

（８）デジタル化の急速な進展 

（９）脱炭素社会の実現に向けた動きの加速 

（１）人口減少、少子化・高齢化に伴う人口構造の変化 

本市の常住人口の推移 

日本の常住人口は平成 20（2008）年をピークに減少に転じていますが、本市の常

住人口は、令和 2（2020）年まで 24 年連続で増加していました。しかしながら、令

和 3（2021）年に減少に転じ、令和 4（2022）年 10 月 1 日現在で 2,325,778 人とな

っています。 

■ 本市の常住人口の推移 

出典：名古屋市「統計なごや web 版」愛知県人口動向調査結果（名古屋市分） 
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２ 本市を取り巻く社会経済情勢と課題 

自然動態（出生・死亡） 

出生数は平成 15（2003）年頃から 2万人前後で推移していましたが、近年減少傾

向にあり、令和 4（2022）年の出生数は 17,020 人となっています。 

一方、令和 4（2022）年の死亡数は 26,125 人であり、自然増減数※は 9,105 人の

自然減となりました。高齢化の進行などから死亡数が増加傾向にあり、平成 25（2013）

年から自然減が年々拡大してきています。 

平均寿命が延びていることもあり、今後、少子化・高齢化がさらに進んでいくこ

とが見込まれます。 

■ 本市の出生数、死亡数及び自然増減数の推移 

出典：名古屋市「統計なごや web 版」愛知県人口動向調査結果（名古屋市分） 

■ 本市・全国の合計特殊出生率の推移 

出典：名古屋市 名古屋市作成      

   全国 厚生労働省「人口動態統計」 

※自然増減数：自然増減数は、「出生数－死亡数」により求める。出生数が死亡数より多いとき「自然
増」、またその逆を「自然減」という。 

-9,105人
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第２章 名古屋を取り巻く状況 

0 10 20 30 40 50 60 70

結婚相手として条件をクリアできる人に
巡り合えそうにないから

結婚するほど好きな人に巡り合っていないから

名字・姓が変わるのが嫌・面倒だから

結婚という形式に拘る必要性を感じないから

結婚に縛られたくない、自由でいたいから

今のままの生活を続けた方が安心だから

結婚生活を送る経済力がない・
仕事が不安定だから

仕事・家事・育児・介護を背負うことになるから

仕事を優先したい・
キャリアを中断したくないから

誰かと一緒に生きていきたいと思わないから

結婚・恋愛に失敗した経験があり、
もうしたくないと思うから

20-39歳独身女性 20-39歳独身男性 40-69歳独身女性 40-69歳独身男性

（％）

少子化をめぐる現状 

少子化の要因としてさまざまなことが挙げられていますが、国の少子化社会対策

大綱では、「未婚化・晩婚化と、有配偶出生率の低下であり、特に未婚化・晩婚化の

影響が大きいと言われている」としています。 

積極的に結婚したいと思わない理由については、価値観によるもののほか、経済

的理由やキャリアプランに関する面などさまざまで、男女間でも差があります。 

理想の数の子どもを実際には持たない理由については、「子育てや教育にお金が

かかりすぎるから」という理由を挙げた人が最も多く、経済的理由により希望がか

なわない状況があります。 

本市においても、令和 2（2020）年度以降、理想の子どもの数は 2.23 人程度であ

る一方で、現在及び予定の子どもの数を合わせると、1.66 人程度となっており、国

と同様に差が生じています。 

■ 積極的に結婚したいと思わない理由

※「当てはまる」「やや当てはまる」の累計値を掲載 

出典：令和3年度内閣府委託調査「令和3年度 人生 100 年時代における結婚・仕事・収入に関する調査」より作成 

- 15 -



２ 本市を取り巻く社会経済情勢と課題 

単位：人

区　分 令和２年度 令和３年度 令和４年度

(A) 理 想 2.23 2.23 2.22

(B) 現 在 1.38 1.46 1.48

(C) 予 定 0.25 0.20 0.20

(B)+(C) 1.63 1.66 1.68

(B)+(C)-(A) △ 0.60 △ 0.57 △ 0.54

（n=1,561） （n=1,418） （n=1,377）
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（％）

■ 夫婦が理想の数の子どもを持たない理由 

■ 本市における「理想的な子ども数」と「現在の子どもの数」及び「予定する子ど

もの数」の平均人数の推移 

※対象は予定子ども数が理想子ども数を下回る、妻の調査時年齢50 歳未満の初婚どうしの夫婦（回答者は妻）。 

   不詳を含まない選択率。複数回答のため合計値は 100％を超える。 

出典：国立社会保障・人口問題研究所「第 16回出生動向基本調査」より作成 

※(A)「あなたにとって理想的な子どもの数は何人ですか。」という問に対する回答 

(B)「あなたのお子さんの数（現在妊娠中のお子さんも含めて）は何人ですか。」という問に対する回答 

 (C)「これから子どもを何人もうける予定（現在妊娠中のお子さんは除いて）ですか。」という問に対する回答 

出典：名古屋市「名古屋市総合計画 2023 成果指標に関するアンケート調査結果」より作成 
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第２章 名古屋を取り巻く状況 
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転入数、転出数：万人

社会増減数 8.967人

社会増減数：万人

転入数

転出数

（年）

各年 前年10月～当該年9月

昭

転入数 164,514人

転出数 155,547人

0    

社会増減数
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0
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6,000
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14,000

平成24 25 26 27 28 29 30 令和元 2 3 4

人

× 愛知県内他市町村

◇ 中部（愛知県を除く）

□ 関 東

● 国 外

＊近 畿

■ 北海道・東北

◆ 九 州

△ 中国・四国

国外 10,692人

北海道・東北 229人

九州 -285人

近畿 -858人

関東 -5,106人

中部（愛知県を除く）

3,305人

愛知県内他市町村

1,854人

中国・四国 545人

各年前年10月～当該年9月

（年）

社会動態（転入・転出） 

令和 4（2022）年の転入数は 164,514 人、転出数は 155,547 人であり、社会増減 

数※は 8,967 人の社会増となりました。 

令和 3（2021）年は新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う国外からの転入

超過の大幅な縮小により、社会増が大きく縮小しましたが、令和 4（2022）年には

国外からの転入超過が再び拡大したことにより、社会増も拡大しました。 

また、地域別の社会動態を見ると、関東への社会減が続いています。 

出典：名古屋市「統計なごや web 版」愛知県人口動向調査結果（名古屋市分） 

※社会増減数：社会増減数は、「転入数－転出数」により求める。転入数が転出数より多いとき「社会
増」、またその逆を「社会減」といい、それぞれ「転入超過」、「転出超過」ともいう。 

■ 本市の転入数、転出数及び社会増減数の推移

■ 本市の地域別社会増減数

出典：名古屋市「統計なごやweb版」愛知県人口動向調査結果（名古屋市分） 
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２ 本市を取り巻く社会経済情勢と課題 

最大常住人口
233.2万人
（令和2年）
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（年）

0

最大昼間人口

261.0 万人
（令和2年）
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平成22 27 令和2 7 12 17 22

（万人）

0

（年）

実績値 推計値

今後の見通し 

社会動態については、令和 4（2022）年に社会増が再び拡大したことからも、転

入超過はしばらく続くものと見込まれます。自然動態については、自然減が今後も

拡大していくことが予測されます。 

このような状況のもとで、本市の常住人口は、令和 2（2020）年の 2,332,176 人

をピークに減少しており、今後も減少傾向が続くと推計しています。 

昼間人口※についても、令和 2（2020）年頃から既に減少に転じていると推計して

います。 

※昼間人口：ある市町村の常住人口に、その市町村への流入人口と、その市町村からの流出人口を加減
して算出した人口。 

■ 本市の常住人口の推移と推計

出典：実績値 名古屋市「統計なごやweb版」愛知県人口動向調査結果（名古屋市分） 

   推計値 名古屋市推計（令和4年 10 月 1 日現在）            

■ 本市の昼間人口の推移と推計

出典：実績値 「統計なごや web 版」国勢調査結果  

推計値 名古屋市推計（令和 4年 10 月 1日現在） 
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第２章 名古屋を取り巻く状況 
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実績値 推計値（万世帯）

人口構造については、年少人口（0～14 歳）及び生産年齢人口（15～64 歳）が減

少する一方で、高齢者人口（65 歳以上）が増加すると推計しています。令和 4（2022）

年に団塊の世代が 75歳を迎え始めることにより、75歳以上の人口は令和 10（2028）

年頃にかけて大きく増加すると推計しています。 

世帯数については、しばらくは増加を続けるものの、令和 17（2035）年頃から減

少に転じると推計しています。家族類型別にみると、高齢夫婦世帯、高齢単身世帯

は今後も増加していくと推計しています。 

■ 本市の年齢構成別人口の推移と推計

出典：実績値 名古屋市「統計なごやweb版」愛知県人口動向調査結果（名古屋市分） 

推計値 名古屋市推計（令和 4年 10 月 1日現在） 

■ 本市の世帯数の推移と推計

出典：実績値 「統計なごや web 版」国勢調査結果    

推計値 名古屋市推計（令和 4年 10 月 1日現在） 
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高齢夫婦世帯数 高齢単身世帯数

（万世帯）

（年）

実績値 推計値

本市は近い将来、本格的な人口減少局面を迎えることが見込まれます。 

人口減少及び少子化・高齢化に伴う人口構造の変化のもとで、医療や介護ニーズ

は増大し、また福祉ニーズが多様化していくことにより社会の支え手の負担の増加

が懸念されるとともに、出生数の減少や働く世代を中心とした関東への転出超過な

どによる本市の生産年齢人口の減少に伴う経済活力の低下が懸念されます。 

  そのため、デジタル活用により生産性向上を図るとともに、子ども・若者の育成、

子どもを生み育てたいと希望する誰もが、安心して子育てできる環境づくり、高齢

者が自分らしくいきいきと暮らすことのできる社会づくり、若い世代が魅力を感じ

るような雇用の創出などにより、社会の支え手を増やし、性別や年齢に関係なく、

全世代で支え合える社会をつくることが必要です。 

■ 本市の世帯の家族類型別一般世帯数の推移と推計

出典：実績値 「統計なごや web 版」国勢調査結果    

推計値 名古屋市推計（令和 4年 10 月 1日現在） 
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第２章 名古屋を取り巻く状況 

（２）社会的包摂（ソーシャル・インクルージョン）の要請 

単身世帯や単身高齢者の増加、地域コミュニティの機能低下、情報通信社会の急

速な進展、また非正規雇用労働者の増加など、家族のあり方及び地域社会や生活環

境・雇用環境が変化してきています。このような中、新型コロナウイルス感染症の

影響もあり、孤独・孤立の問題が顕在化してきています。 

そのため、望まない孤独・孤立を予防する取り組みや、人と人とのつながりを実

感できるような地域づくりを進めていく必要があります。 

令和 3（2021）年に東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大会が開催され

たことにより国内での障害者への理解が深まったこともあり、障害の有無や性別、

年齢、国籍などに関わらず多様な人々が利用しやすいよう都市や生活環境をあらか

じめデザインするという考え方であるユニバーサルデザインへの意識が高まって

います。 

また、本市の在留外国人数は、新型コロナウイルス感染症の影響で一時減少した

ものの、長期的には増加傾向にあります。加えて、本市においても令和 4（2022）

年 11 月に名古屋市ファミリーシップ制度※を導入するなど、全国的に性の多様性に

関する理解の増進に向けた取り組みが進められています。 

そのため、アジア・アジアパラ競技大会の開催都市として、バリアフリー・ユニ

バーサルデザインのまちづくりや障害者への理解をより一層促進するなど、多様性

（ダイバーシティ）を尊重し、誰もが安心して生活し、地域で支え合いながら活躍

できるような、誰一人取り残さない社会づくりを進めていくことが必要です。 

■ 本市における町内会推計加入率の推移 

出典：名古屋市作成 
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■ 年齢階級別にみた孤独を感じる人の割合 

■ 本市における障害者手帳所持者数の推移と割合 

出典：名古屋市作成 

※名古屋市ファミリーシップ制度：互いを人生のパートナーとし、日常生活において、対等な立場で継
続的な共同生活を行っているまたは行うことを約した二人が市に宣誓し、市が宣誓書受領証等を交付
することに加え、二人のほかに、生計を同一とする子どもがいる場合で、希望する場合は、宣誓書受
領証等に子どもの名前を記載できる制度。 

※「あなたはどの程度、孤独であると感じることがありますか。」という問に対する回答 

出典：内閣官房孤独・孤立対策担当室「人々のつながりに関する基礎調査（令和4年）」 
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（３）持続可能な社会に対する機運の向上 

持続可能な開発目標（SDGs）は、経済・社会・環境の 3つの側面のバランスが取

れた社会をめざす世界共通の目標として掲げられており、国内でも浸透してきてい

ます。本市は令和元（2019）年 7 月に SDGs 未来都市※に選定され、「誰一人取り残

さない」持続可能なまちづくりに向けた取り組みを進めているところです。 

企業活動においては、経済面から社会面へのシフトとして ESG 投資※が増えてき

ており、世界的な潮流となりつつあります。また、社会課題の解決に向けて、民間

企業等と連携して施策を進める自治体が近年増えています。 

また、令和 4（2022）年 12 月に開催された国連生物多様性条約第 15 回締約国会

議（COP15）において「昆
こん

明
めい

・モントリオール生物多様性枠組」が採択され、令和 12

（2030）年までに陸と海の 30％以上を保全する「30by30 目標」が主要な目標のひと

つとして定められるなど、生物多様性の考え方が重要視されてきています。 

加えて、生産から廃棄に至る一方通行型の社会経済活動から、生産・販売ロスの

削減やアップサイクルによる再利用の取り組みなど、持続可能な形で資源を利用す

る循環経済（サーキュラーエコノミー）への移行をめざすことが求められています。 

都市の持続可能性については、全国で公共施設やマンションをはじめとする民間

建築物が高経年化するなど、都市のストックの老朽化が懸念されています。本市の

庁舎や市民利用施設・学校・市営住宅、道路・河川・公園、上下水道施設、交通事

業施設などさまざまな公共施設においても、整備からの経過年数の増加に伴い、維

持管理・更新等の需要が増加することが見込まれており、施設の長寿命化や集約化、

有効活用を図るなどのアセットマネジメントの取り組みが求められています。 

そのため、民間の資金・ノウハウも活用しながら、引き続き SDGs の達成に向けた

取り組みを進め、持続可能で強靱
きょうじん

な都市を構築していくことが必要です。 

■ 全国における SDGs やエシカル消費に関する興味や取り組み状況 

出典：消費者庁「令和3年度消費者意識基本調査」より作成 
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／知らない
無回答

12.7 4.418.5 29.335.0

興味がある（47.7）

（%）

SDGsやエシカル消費について、認識している（66.2）
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※ 100㎡未満の建築物を除く一般施設 学校施設 市営住宅等

築40年以上の公共施設の割合（令和３年度末時点）

47％（約470万㎡）

（年度）
～昭和35          40 45 50          55         60  平成1         5          10         15          20          25          30       

■ 日本の SDGs 債※発行額の推移 

※SDGs 未来都市：SDGs の達成に向けた優れた取り組みを提案する都市として国が選定するものであり、
本市は令和元（2019）年 7月に選定を受けた。（令和 5（2023）年 5月現在、182都市が選定） 
ESG 投資：定量的な財務情報に加え、非財務情報である環境(Environment)・社会（Social）・ガバナ
ンス(Governance)の要素を考慮した投資。 
SDGs 債：主に調達資金が SDGs に貢献する事業に充当される債券であり、グリーンボンド、ソーシャ
ルボンド、サスティナビリティボンドなどがある。

■ 本市における市設建築物の建設年度別保有資産量

出典：名古屋市「名古屋市の財政（令和4年版）」 

■ 本市における家庭から出るごみと資源の分別状況

出典：名古屋市作成（令和3年度実績） 

出典：日本証券業協会「SDGs 債の発行状況」（令和4年）より作成 

- 24 -



第２章 名古屋を取り巻く状況 

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

28 29 30 元 2 3 4

首都圏 近畿圏 中京圏 地方都市圏 全国

（％）

令和
（年度）

平成

（４）価値観の多様化 

社会状況の変化に伴い人々の価値観は多様化してきており、モノ消費からコト消

費への志向の移行、シェアリング・エコノミー※やサブスクリプション※などの「利

用」を通じて価値を得るサービスの普及などもみられています。また、令和 3（2021）

年に開催された世界経済フォーラム年次総会（ダボス会議）において、幸福度中心

の社会への転換が提唱されました。我が国においても、デジタルの活用に加え心豊

かな暮らしの実現にも視点を置いたデジタル田園都市国家構想基本方針が令和 4

（2022）年 6 月に示され、同年 12 月にはデジタル田園都市国家構想総合戦略が策

定されました。 

このような中、新型コロナウイルス感染症拡大による外出抑制の影響もありテレ

ワークがより浸透したことで、場所を選ばない働き方が選択できるようになり、住

まい方や働き方が多様化しています。コロナ禍を契機として、ワーク・ライフ・バ

ランスに関する意識変化や、身近な公園などのゆとりあるオープンスペースへのニ

ーズの高まりも見られます。 

そのため、生活の質（クオリティ・オブ・ライフ）の向上や柔軟な働き方ができ

る環境づくりなどを進め、市民が幸せ（ウェルビーイング）を実感できる社会をめ

ざしていく必要があります。 

まちづくりにおいては、世界の多くの都市で街路空間を「車中心」から「人中心」

の空間へ再構築し、人々が集い憩い多様な活動が繰り広げられる場へ転換する取り

組みが進められています。本市においても、道路や公園などの公共的空間を活
い

かし、

より一層回遊性が高くにぎわいのある空間づくりが求められています。 

そのため、居心地が良く歩きたくなるウォーカブルで魅力あるまちづくりを進め

て、都市の活力向上を図る必要があります。 

出典：国土交通省「令和4年度テレワーク人口実態調査－調査結果(概要)－」より作成

■ 雇用型テレワーカーの割合
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感染拡大前よりも、

生活を重視するように変化
感染拡大前よりも、

仕事を重視するように変化
変化はない

わからない

50.4％ 40.2％ 5.3％ 4.1％

35.0％ 57.3％

4.7％

3.0％

34.4％ 57.7％

4.7％

3.2％

2020年5～6月

2020年12月

2021年4～5月

※2019年12月（感染症拡大前）からの変化を質問

■ ワーク・ライフ・バランスの意識変化 

■ ウォーカブルなまちづくり（イメージ） 

※シェアリング・エコノミー：個人等が保有する活用可能な資産等（スキルや時間等の無形のものを含
む）を、インターネット上のマッチングプラットフォームを介して他の個人等も利用可能とする経済
活動。 
サブスクリプション：一定の利用期間について定額料金が生じる取引・契約形態を指し、新聞の定期
購読といった従来からあるサービスから、動画配信サービスなど、インターネットの発達により始ま
った比較的新しいサービスまでさまざまある。

出典：名古屋市作成 

街路 

広場 

公開空地 

1 階（店舗等） 

居心地が良く 

歩きたくなるまちなか 

Walkable 
歩きたくなる 

Eye level 
まちに開かれた1階 

Diversity 
多様な人の多様な用途、使い方 

Open 
開かれた空間が心地良い 

出典：内閣府「第3回新型コロナウイルス感染症の影響下における生活意識・行動の変化に関する調査」より作成 

出典：国土交通省「ストリート 

デザインガイドライン」より引用 
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（５）災害や感染症に対する懸念 

本市では、過去に濃尾地震や伊勢湾台風、東海豪雨などの自然災害により大きな

被害が発生しました。地震については、駿河湾以西の太平洋岸沖合にある南海トラ

フを震源とする大規模な地震の発生確率が今後 30 年間で 70～80％（40 年間で 90％

程度）と切迫度を増し、人的被害・建物被害など大きな被害が想定されています。 

風水害についても、平成 30（2018）年 7 月豪雨や令和元（2019）年東日本台風、

令和 2（2020）年 7 月豪雨など、記録的な大雨による甚大かつ広域的な災害が全国

各地で多発しています。そのような災害に対応するため、平成 27（2015）年に水防

法が改正されたことを受け、本市も想定し得る最大規模の洪水・内水氾濫・高潮な

どの浸水想定区域を踏まえた新しいハザードマップを、令和 4（2022）年 3 月から

順次公表しました。 

そのため、地震や風水害などの災害に対応するために、地域強靱
きょうじん

化や流域治水の

考え方に基づき、ハード・ソフト両面での防災対策を一層進めていく必要がありま

すが、想定し得る最大規模の災害にも対応していくためには公助の取り組みだけで

はなく、自助・共助の取り組みをより一層強化していくことも重要となってきます。 

また、新型コロナウイルス感染症は世界中に広がり、我が国においても感染者の

急拡大による医療ひっ迫に加え、度重なる行動制限、それに伴う経済活動の停滞な

ど、市民生活・経済活動全般にわたり大きな影響が及び、国全体で全力を挙げて各

種対策等に取り組みました。本市においても、エッセンシャルワーカーをはじめ、

市民・事業者・行政など、あらゆる主体が一丸となって、感染拡大防止や市民生活・

経済活動の正常化に向けた取り組みを進めました。 

この経験を活
い

かし、今後いつ発生するかわからない感染症に対して、備えを強化

していく必要があります。 

出典：名古屋市作成 

■ 本市におけるあらゆる可能性を考慮した最大クラスの震度分布
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■ 本市における想定し得る最大規模の降雨に対するハザードマップ（洪水） 

出典：名古屋市作成 

■ 本市における新型コロナウイルス感染症新規陽性者数及び入院者数の推移 

出典：名古屋市作成 
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（６）交流人口と交流圏の拡大 

国内外からの本市への観光入込客、宿泊者数及び宿泊施設の稼働率は年々増加傾

向にありましたが、新型コロナウイルス感染症による外国人観光客を含む観光需要

が低下したことを受け、大幅に減少しました。その後の入国制限の緩和に伴って回

復が見込まれていますが、今後の本格的な人口減少局面においても都市の活力を維

持・向上していくためには、コロナ禍前の水準に留まらず、これまで以上に交流人

口の増加を図っていく必要があります。 

今後リニア中央新幹線の品川－名古屋間が開業すれば、移動時間が大幅に短縮さ

れ、東京圏との交流が盛んになると見込まれています。さらに全線開業すれば、

7,000 万人規模の世界最大の人口を有する巨大交流圏が形成され、本市はその中心

都市となります。 

さらに、当圏域においては、令和 4（2022）年に開園したジブリパークや令和 8

（2026）年に開催されるアジア・アジアパラ競技大会、また令和 9（2027）年度に

供用開始予定の中部国際空港第二滑走路などにより、国内外問わず交流の拡大が期

待されています。 

これらのビジネス、観光などにおける交流拡大の機会を活
い

かし、本市の魅力の向

上・発信や受け入れ環境の整備を進めていく必要があります。 

また、新型コロナウイルス感染症の影響で人の移動が制限される中で、オンライ

ンを活用した従来からの交流に加え、メタバース※をはじめとした仮想空間を活用

した交流も注目を集めており、今後もさまざまな領域での活用が期待されています。 

そのため、本市においても仮想空間を含めたオンラインでの交流についても、今

後の広がりを見据えながら交流圏の拡大を図っていく必要があります。 

■ 本市における宿泊施設の延べ宿泊者数の推移 

出典：名古屋市「名古屋市観光客・宿泊客動向調査」 
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■ リニア中央新幹線開業（東京－大阪間）による交流圏の拡大 

■ 国際会議の開催件数の推移 

■ 世界のメタバース市場規模（売上高）の推移及び予測 

出典：名古屋市作成 

出典：日本政府観光局（JNTO)「国際会議統計」より作成 

※メタバース：コンピューターやコンピュータネットワークの中に構築された、現実世界とは異なる 3
次元の仮想空間やそのサービス。 

出典：Statista（Grand View Research）、総務省「令和4年版情報通信白書」 
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（７）産業を取り巻く環境の変化 

本市は、自動車などの輸送用機械を中心としたものづくり産業を中核とする名古

屋大都市圏の中枢都市として発展してきました。名古屋大都市圏における製造品出

荷額等は全国の約 5分の 1を占めており、東京圏や大阪圏を上回るとともに、名古

屋港の総取扱貨物量は平成 14（2002）年から 20 年連続日本一となるなど、当圏域

は高い競争優位性を有しています。 

一方で、少子化・高齢化の進行により生産年齢人口が減少しており、将来的には

労働力不足の傾向が深刻化することによる経済の停滞が懸念されます。 

さらに、海外経済の不確実性や、デジタル化や脱炭素化の加速による産業構造の

変化など企業を取り巻く経営環境は厳しい状況となっています。 

そのため、労働生産性の向上、産業人材の育成・確保を図るとともに、ものづく

りをベースとしながら先端技術を積極的に取り入れ、新たな価値を創造し続けるこ

とで産業構造の変化に対応し、本市及び圏域の持続的な成長を図ることが必要です。 

近年、GAFA に代表される巨大 IT 企業をはじめとして、世界中で、スタートアッ

プが極めて短期間で大企業をしのぐほどに急成長し、産業構造のみならず、都市構

造やライフスタイルまでにも変革をもたらし、世界経済をけん引しています。 

我が国も、世界に羽ばたくスタートアップを創出するスタートアップ・エコシス

テムの形成とイノベーションによる社会課題解決の実現をめざしており、令和 2

（2020）年 7月に愛知・名古屋及び浜松地域は、スタートアップ・エコシステム「グ

ローバル拠点都市」に選定されました。 

そのため、イノベーションの創出が不可欠であり、その担い手であるスタートア

ップが持続的に創出されるエコシステムの構築が必要です。 

■ 全国五大港の総取扱貨物量 

  出典：名古屋港管理組合「名古屋港統計年報（令和3年）五大港海上出入貨物 年次比較表」より作成 
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■ スタートアップの地域別資金調達額の推移 

出典：INITIAL「2022 年 Japan Startup Finance～国内スタートアップ資金調達動向～」より作成 

■ 就業者 1人 1時間当たり労働生産性の推移 

出典：名古屋市作成 
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（８）デジタル化の急速な進展 

スマートフォンが急速に普及し、移動通信システムが生活・社会基盤として進化

する中で、世界各国で 5G サービスの提供が開始され、4K・8K のライブ配信や VR・

AR などの XR※体験、多角的視点でのスポーツ観戦、遠隔手術、自動運転などへの活

用が進展しており、国内外で 6G/Beyond 5G※の検討も進められています。 

また、AI については、幅広い分野で活用されており、さらには対話型をはじめと

した生成 AI の活用可能性に関する議論が始まっています。 

このような中、新型コロナウイルス感染症の感染拡大を背景に非接触・非対面で

の生活様式が一層進展し、テレワークやオンライン会議、EC の利用、電子決済、オ

ンライン学習、イベントのハイブリッド開催などが浸透しました。 

一方で、プライバシーやセキュリティ上の懸念、情報格差（デジタルデバイド※）

などデジタル化をめぐるさまざまな課題も顕在化しました。また、デジタル活用は、

業務効率化が中心であり、新規事業の創出では少なく、業種や企業規模、地域など

により取り組み状況に差が生じているほか、デジタル人材が不足する現状となって

います。 

こうしたことを受け、国においては令和 3（2021）年 9 月にデジタル社会形成基

本法が施行され、デジタル庁が設置されました。また、本市においても、令和 4（2022）

年 3 月に名古屋市役所 DX 推進方針を策定し、デジタル技術やデータの活用を前提

とした変革を進め、さらなる市民サービスの向上につなげていくこととしています。 

今後も引き続き、デジタル化の恩恵をあらゆる人が享受できるようにするととも

に、デジタル人材の育成・確保を図り、官民挙げてデジタル技術の実装を通じて社

会課題を解決することにより、地域の暮らしの向上、地域経済の活性化、付加価値

の創出につなげる必要があります。 

出典：総務省「通信利用動向調査」より作成 

■ 我が国におけるスマートフォンの世帯保有率の推移
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■ スマートフォンやタブレットの年齢別利用状況 

出典：内閣府「情報通信機器の利活用に関する世論調査（令和2年度）」より作成

■ 新型コロナウイルス感染症流行後の市内中小企業におけるデジタル化・DX 

の実施状況 

出典：名古屋市「名古屋市産業振興ビジョン2028」

※XR：現実世界と仮想世界を融合する技術の総称。VR（仮想現実）や AR（拡張現実）に加え、AR をさら
に発展させた技術である MR（複合現実）などがある。
6G/Beyond 5G：5G の特徴である超高速通信、超低遅延通信、多数同時接続の高度化に加え、超低消費
電力、超安全・信頼性、自律性、拡張性が付加された次の移動通信システムの規格。令和 12（2030）
年頃の導入が見込まれている。 
デジタルデバイド：パソコンやインターネットなどの情報技術を利用する能力や、情報技術にアクセ
スする機会の有無によって生じる情報格差。 
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（９）脱炭素社会の実現に向けた動きの加速 

平成 27（2015）年に採択されたパリ協定を受けて、世界各国において長期的な目

標を見据えた地球温暖化対策が進められています。我が国では、令和 3（2021）年

に、「2050 年までの脱炭素社会※の実現」を基本理念として法定化した改正地球温暖

化対策推進法が成立しました。そして、地球温暖化対策計画を改定し、令和 12（2030）

年度に温室効果ガスを平成 25（2013）年度から 46％削減することなどをめざすこ

ととしています。 

  本市では、省エネルギーの推進や再生可能エネルギーの導入拡大などにより温室

効果ガスの排出量は減少傾向にあります。このような中、令和 4（2022）年 4 月に

みなとアクルス（港区）が脱炭素の取り組みを通じて地域の課題の解決や暮らしの

質の向上をめざす地域として国が定める「脱炭素先行地域」に選定されました。 

また、グローバル企業を中心に RE100※や SBT※などの「脱炭素経営」の取り組み

が広がっています。加えて、世界では急速に電動車シフトが進み、自動車産業をは

じめとする製造業を中心とした名古屋大都市圏の産業は、100 年に一度といわれる

産業構造の変化に直面しています。 

  さらに、令和 5（2023）年 4月に開催された G7 気候・エネルギー・環境大臣会合

の共同声明において、エネルギー安全保障を確保しながらグリーン・トランスフォ

ーメーション※を世界的に推進することなどが盛り込まれ、再生可能エネルギーに

加え、水素エネルギー等の重要性が高まっています。 

  そのため、脱炭素化への対応を、経済成長の制約とするのではなく、成長の機会

と捉え、積極的に脱炭素化を行うことで、本市の産業競争力を維持・向上させると

ともに、脱炭素型ライフスタイルへの転換など地球温暖化対策を進めることが必要

です。 

出典：名古屋市「温室効果ガス排出量の推移」より作成 

■ 本市の温室効果ガス排出量の推移
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■ 世界の電気自動車等台数の推移 

出典：IEA「Global Electric Vehicle Outlook 2022」より作成 

■ 国際エネルギー機関（IEA）の NZE※シナリオにおける世界の水素等需要量の推移

の見込み 

出典：IEA「Net Zero by 2050-A Roadmap for the Global Energy Sector」より作成 

※脱炭素社会：人の活動に伴って発生する温室効果ガスの排出量と吸収作用の保全及び強化により吸収
される温室効果ガスの吸収量との間の均衡が保たれた社会。 
RE100：企業が自らの事業の使用電力を 100％再生可能エネルギーで賄うことをめざす国際的なイニ
シアティブ。世界的に影響力のある企業が参加している。
SBT：パリ協定が求める水準と整合した、5～15 年先を目標年として企業が設定する、温室効果ガス排
出削減目標のこと。 
グリーン・トランスフォーメーション：産業革命以来の化石エネルギー中心の産業構造・社会構造を
クリーンエネルギー中心へ転換すること。 
NZE（Net Zero Emissions by 2050）: 国際エネルギー機関（IEA）が公表した令和 32（2050）年に世
界でネットゼロを達成するシナリオ。 

- 36 -


